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Ⅰ．平成２５年度予算概算要求総括表

１．国土政策局関係予算概算要求総括表
（単位：百万円）

うち

(A) (B=C+D) (C) (D) (E) (A/E)

Ⅰ．行政経費

　○　国土形成計画の総点検等 320 0 0 0 310 1.04

　○　「共助」に基づく災害に強い国土づくりの推進等 1,719 1,500 0 1,500 257 6.70

　　　・広域的な地域間の共助による国土・地域づくり 1,600 1,500 0 1,500 0 皆増

　○　離島など条件不利地域等の振興支援 3,606 400 0 400 2,826 1.28

　　　・集落における「小さな拠点」の形成等 516 0 0 0 340 1.52

　　　・豪雪対策の推進 36 0 0 0 28 1.26

　　　・離島振興 1,154 400 0 400 731 1.58

　○　地理空間情報の整備・活用の推進 606 0 0 0 671 0.90

　○　その他 508 0 0 0 572 0.89

行　政　経　費　　　計 6,760 1,900 0 1,900 4,635 1.46

Ⅱ．公共事業関係費

　○　災害対策等緊急事業推進費 19,170 0 0 0 21,300 0.90

  ○　官民連携基盤整備推進調査費 654 0 0 0 727 0.90

　○　離島振興及び奄美振興 <一括計上分> 54,553 6,609 2,421 4,188 54,059 1.01

　　・離島振興事業 36,723 3,337 802 2,535 37,744 0.97

　　・奄美振興事業 17,830 3,272 1,619 1,653 16,315 1.09

公共事業関係費　　　計 74,377 6,609 2,421 4,188 76,086 0.98

合　　　　　　計 81,137 8,509 2,421 6,088 80,721 1.01

（注）１．本表のほか、東日本大震災からの復興対策に係る経費（平成25年度国費）として、次のものがある。

　　　　Ⅰ．行政経費

　　　　　　○全国防災　（国土交通省計上）　787百万円（災害に強い国土構造への再構築に関する検討、小笠原諸島振興開発事業費補助）

　　　　　　○復旧・復興（国土交通省計上）　 51百万円（復興に向けた新たな東北圏広域地方計画の推進）

　　　　Ⅱ．公共事業関係費

　　　　　　○全国防災　（国土交通省計上）4,192百万円（離島関係、奄美関係）

　　　　　　○復旧・復興（復 興 庁 計 上）1,315百万円（離島関係）

　　　２．本表のほか、社会資本整備総合交付金（広域連携事業）（平成25年度国費 1,505,575百万円の内数）がある。

　　　３．特別会計改革の実施等により経理区分が変更されることに伴い増加する経費については、予算編成過程において検討し、必要な

　　　　　措置を講ずることとされており、当該経費にかかる要求は事項要求とし、要求額（国費）に含まない。

　　　４．端数処理の関係で、合計額等は必ずしも一致しない。

前 年 度
予 算 額

対前年度
倍 率

平成25年度
要 求 額事　　　　　　項 特 別 重 点

要 求 等
重 点 要 求特 別 重 点

要 求
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２．特定地域振興関係予算概算要求総括表
（単位：百万円）

事 業 費 国 費 事 業 費 国 費 事業費 国 費

66,358 41,763 65,083 40,252 1.02 1.04
1,364 746 1,280 718 1.07 1.04
4,701 3,666 4,949 3,856 0.95 0.95
6,484 3,025 6,987 3,111 0.93 0.97
27,006 18,350 28,922 18,906 0.93 0.97
24,550 14,822 21,537 12,930 1.14 1.15
64,104 40,609 63,674 39,521 1.01 1.03

1,600 800 0 0 皆増 皆増
600 300 1,000 500 0.60 0.60

0 0 356 178 皆減 皆減
54 54 53 53 1.02 1.02

2,254 1,154 1,409 731 1.60 1.58

26,037 18,898 23,692 17,129 1.10 1.10
2,741 1,813 2,331 1,568 1.18 1.16
1,222 1,110 1,312 1,176 0.93 0.94
1,439 698 1,415 679 1.02 1.03
10,680 8,592 9,108 7,240 1.17 1.19
8,365 5,923 8,150 5,776 1.03 1.03
24,446 18,136 22,315 16,439 1.10 1.10

409 221 196 116 2.09 1.90
1,002 451 1,035 501 0.97 0.90
180 90 147 73 1.23 1.23

1,591 762 1,377 690 1.16 1.10

3,350 1,844 2,880 1,669 1.16 1.10
3,085 1,699 2,644 1,542 1.17 1.10
265 145 236 127 1.13 1.14

42 42 47 47 0.90 0.90

36 36 28 28 1.26 1.26

88,550 58,745 85,989 55,960 1.03 1.05

7,273 3,838 5,741 3,165 1.27 1.21

（注）１．離島振興及び奄美振興については、一般公共事業の国土交通省一括計上分及び行政経費を計上している。

      ２．本表は、特別重点要求及び重点要求、全国防災を含めて計上している。（単位：百万円）
　　　　　・離島振興（公共事業）…「特別重点要求（事業費 1,503、国費 802）」、「重点要求（事業費 3,993、国費 2,535）」、

　　　　　　　　　　　　　　　　　「全国防災（事業費 5,356〔前年度 3,134〕、国費 3,886〔前年度 1,777〕）」
　　　　　・奄美振興（公共事業）…「特別重点要求（事業費 1,826、国費 1,619）」、「重点要求（事業費 2,499、国費 1,653）」、

　　　　　　　　　　　　　　　　　「全国防災（事業費 432〔前年度 184〕、国費 306〔前年度 124〕）」
　　　　　・離島活性化交付金（仮称）…「重点要求（事業費 800、国費 400）」
　　　　　・小笠原諸島振興開発事業費補助 …「全国防災（事業費 1,336〔前年度 1,017〕、国費 748〔前年度 680〕）」

　　　　　　（事業費 2,057百万円〔前年度 1,464百万円〕、国費 1,315百万円〔前年度 958百万円〕）。

　　　　　　（事業費 860百万円〔前年度 680百万円〕、国費 430百万円〔前年度 340百万円〕）。

      ５．特別会計改革の実施等により経理区分が変更されることに伴い増加する経費については、予算編成過程において検討し、
      　　必要な措置を講ずることとされており、当該経費にかかる要求は事項要求とし、要求額（国費）に含まない。

      ６．端数処理の関係で、合計額等は必ずしも一致しない。

前年度 (B) 倍率 (A/B)

      ４．本表のほか、特定地域振興に関連する事業として、集落活性化推進事業費補助金がある

＜ 半 島 振 興 ＞

＜ 豪 雪 対 策 ＞

公 共 事 業 関 係 費 合 計

行 政 経 費 合 計

奄 美 農 業 創 出 支 援 事 業 費

行政経費　　計

＜ 小 笠 原 振 興 ＞

小 笠 原 諸 島 振 興 開 発 事 業 費 補 助

小 笠 原 諸 島 振 興 開 発 費 補 助 金 等

25年度要求額 (A)

奄 美 群 島 振 興 開 発 調 査 等

奄 美 群 島 産 業 振 興 等 事 業 費

社 会 資 本 総 合 整 備

公共事業関係費　　計

公 園 水 道 廃 棄 物 処 理 等

農 林 水 産 基 盤 整 備

行政経費　　計

＜ 奄 美 振 興 ＞

治 山 治 水

港 湾 空 港 鉄 道 等

離 島 活 性 化 交 付 金 （ 仮 称 ）

離 島 流 通 効 率 化 事 業 費 補 助 金

離 島 振 興 対 策 調 査 費 等

離 島 体 験 滞 在 交 流 促 進 事 業

社 会 資 本 総 合 整 備

公共事業関係費　　計

公 園 水 道 廃 棄 物 処 理 等

農 林 水 産 基 盤 整 備

治 山 治 水

      ３．本表のほか、東日本大震災からの復興対策に係る経費（復旧・復興）として、復興庁に離島関係が計上されている

区　　　　　分

港 湾 空 港 鉄 道 等

＜ 離 島 振 興 ＞
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３．財政投融資計画等要求表

独立行政法人奄美群島振興開発基金
（単位：百万円）

財政融資資金 産 業 投 資 政 府 保 証 債 小 計 （ Ｃ ） 政 府 出 資 等
そ の 他 の
自 己 資 金 等

小 計 （ Ｄ ）

 25年度要求（Ａ） 0 200 0 200 0 2,400 2,400 2,600

 前　年　度（Ｂ） 0 200 0 200 0 2,400 2,400 2,600

 倍　　　率（A/B） 1.00 1.00 1.00

財　　  政 　　 投 　　 融  　　資 自　 　己　 　資　 　金　 　等
合　　計

（Ｃ＋Ｄ）
備考
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Ⅱ．予算概算要求概要

１．国土形成計画の総点検等
要求額 320百万円 (対前年度比 1.04倍）行 政 経 費

国土形成計画（全国計画）（平成２０年７月閣議決定）を効果的に推
進するとともに、計画策定以降における東日本大震災の影響をはじめ
とする経済社会状況の変化等を勘案し、防災国土づくり、子供たちや
孫たちの時代に残すべき国土等の観点から計画の総点検を行う。

２．「共助」に基づく災害に強い国土づくりの推進等
要求額 1,810百万円 (対前年度比 3.79倍）行 政 経 費

（うち重点要求 1,500百万円）
（うち復興に係る経費 51百万円）

（うち全国防災に係る経費 40百万円）

大規模災害発生時における地域間の効果的な相互扶助の発揮や、人
口減少下において限られた地域資源を有効に活用した多様な主体によ
る地域づくりの実現等災害に強く持続可能な国土づくり等を推進する
ため、平時から地域が相互に連携し、補完し合う新たな共助（「広域的
地域間共助」）の形成を推進する。

また、「新しい公共」を実現するため、その担い手が自律的・持続的
にコミュニティ活動を行うことができる活動環境の整備を行う。

３．離島など条件不利地域等の振興支援
要求額 4,354百万円 (対前年度比 1.24倍）行 政 経 費

（うち重点要求 400百万円）
（うち全国防災に係る経費 748百万円）

要求額 58,745百万円 (対前年度比 1.05倍）公共事業関係費
（うち特別重点要求 2,421百万円）

（うち重点要求 4,188百万円）
（うち全国防災に係る経費 4,192百万円）

条件不利地域の諸課題・特殊事情等に鑑み、各地域振興立法等に基
づき、交通基盤の整備、産業の振興及び地域の資源や創意工夫を活か
した自立的発展の促進等により、豪雪地帯、半島地域、離島、奄美群
島、小笠原諸島の振興を積極的に推進する。

人口減少・高齢化等により維持・存続が危ぶまれる集落が全国的に
増加していることから、複数の集落が集まる地域において、「小さな拠
点」の形成を推進すること等により、暮らしの安心を支える公共・社
会サービスの効率的・効果的な提供を通じた持続可能な地域づくりを
支援する。
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豪雪地帯については、本年３月に改正された豪雪地帯対策特別措置
法を踏まえ、高齢化が進む豪雪地帯における雪処理の担い手を確保・
育成するため、効率的・効果的な地域除排雪体制の整備等を推進する。

また、離島地域については、平成２５年度から全面施行される改正
離島振興法を踏まえ、離島における定住の促進、地域の活性化を推進
するため、離島活性化交付金（仮称）を新たに創設するなど、離島に
おける人材育成や起業を含む雇用の拡大、交流人口の拡大促進、安全
・安心な定住条件の整備強化等の取組を支援する。

４．地理空間情報の整備・活用の推進
要求額 606百万円 (対前年度比 0.90倍）行 政 経 費

新たな地理空間情報活用推進基本計画（平成２４年３月閣議決定）
に基づき、情報の円滑な流通のための基盤やルールづくりを行うとと
もに、災害情報との連携など防災分野での新たな仕組みの検討、地方
公共団体における人材の育成など、地理空間情報活用の促進と高度化
を図り、「地理空間情報高度活用社会」の実現を目指す。

５．災害対策等緊急事業推進費
要求額 19,170百万円 (対前年度比 0.90倍）公共事業関係費

自然災害により被災した地域、重大な交通事故が発生した箇所等に
おいて、緊急に、再度災害の防止対策や事故の再発防止対策等を年度
途中に実施し、住民及び利用者の安全・安心の確保を図る。

６．官民連携基盤整備推進調査費
要求額 654百万円 (対前年度比 0.90倍）公共事業関係費

官民が連携して策定する地域戦略に資する事業について、公共土木
施設への再生可能エネルギー導入の検討を含む、基盤整備の構想段階
から事業実施段階への円滑かつ速やかな移行を支援する。

７．その他
要求額 508百万円 (対前年度比 0.89倍）行 政 経 費

（１）首都機能の移転に関する調査
（２）むつ小川原開発の推進に関する調査
（３）国土計画に関する国際協力の推進 等
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Ⅲ．個別事項

１．国土形成計画の総点検等

① 国土形成計画の総点検
国土形成計画（全国計画）については、平成２０年７月の閣議

決定から来年度で５年が経過するが、この間、東日本大震災の影
響をはじめ、社会経済状況の変化があったことから、これらを勘
案するとともに、平成２４年度に実施する政策評価の結果も踏ま
えて、また、子供たちや孫たちの時代に残すべき国土像も念頭に
置きつつ、国土政策上の課題を分析し、計画の総点検を行う。
※ 国土形成計画は、国土資源・海域、防災、都市・農山漁村、産業、交通・情報通信、文化・観

光、環境保全・景観形成等の幅広い分野を計画事項として定めることとされており、全国計画に

ついては「総合的な国土の形成に関する施策の指針となるべきもの」として、常に社会経済情勢

等に即した適切かつ実効性のある計画である必要がある。

② 国土形成計画等の効果的な推進
国土形成計画に示された新しい国土像や国土利用計画（全国計

画）に示された基本構想の実現に向けて、東アジアとの円滑な交
流・連携、国土資源の適切な管理等について国土政策上の推進方
策を検討し、計画を効果的に推進する。

○ 国土形成計画の総点検
９５百万円（皆増）

○ 国土形成計画等の効果的な推進
８６百万円（皆増）

【その他の検討事項】

・国土審議会防災国土づくり委員会の提言及び提言を

踏まえた諸課題の検討

・被災地の復旧・復興や東北圏の広域地方計画見直し

・現行計画策定時以降の経済社会情勢の変化

・2050年を見据えた事象の長期フレームの検討

・現行計画の推進課題の整理

（グローバル需要の取り込み、環境・エネルギー分野の取組）

等

○人口減少・高齢化等を踏まえた地域の維持方策

・地方部における豊かなライフスタイルの実現方策

・地域の暮らし・サービスを持続可能とする地域特性の分析と方策の検討

・情報通信技術の活用による地域サービスの向上方策

○長期的な視点に立った総合的な国土管理方策

・国土資源の持続的な利用に向けた国土管理の効果的な手法

・人口減少下の生態系の変化を踏まえた国土管理のあり方

○国土基盤ストックの管理運営戦略

・人口減少下の国土基盤ストックの管理運営戦略の検討 等

【調査の内容】 ※平成２５年度予算要求

国 土 形 成 計 画 （ 全 国 計 画 ） の 総 点 検

【計画の総点検に向けた検討事項】

国 土 形 成 計 画 （ 全 国 計 画 ） の 総 点 検
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２．「共助」に基づく災害に強い国土づくりの推進等

（１）広域的な地域間の共助による国土・地域づくり

① 広域的地域間共助推進事業
防災、環境等様々な分野において、平時から各地域・多様な

主体が相互に連携し、補完し合う広域的な地域間の共助の取組
を推進し、持続可能な国土・地域づくりに資するため、自治体、
ＮＰＯ等多様な主体が構成する協議会の設立・計画策定と、同
計画に基づく施設整備等をパッケージで支援する。

② 広域的な地域間の共助のための基盤整備の推進
広域的な地域間の共助のための基盤整備を推進するため、交

付対象に防災・環境分野を追加する等、地域が連携して取り組
む社会資本整備総合交付金（広域連携）を拡充する。

○ 広域的地域間共助推進事業
１，６００百万円（皆増）【うち重点要求 １，５００百万円】

○ 広域的な地域間の共助のための基盤整備の推進
社会資本整備総合交付金 １，５０５，５７５百万円

（重点要求 ２１５，９２９百万円を含む）の内数
（前年度 社会資本整備総合交付金 １，４３９，５３０百万円の内数）

広 域 的 地 域 間 共 助 推 進 事 業

※地域間連携による合同防災訓練の実

施や備蓄倉庫、非常用電源の整備等
により、防災・減災対策の強化を図る

M-NRBCHO
長方形

M-NRBCHO
長方形

M-NRBCHO
長方形

M-NRBCHO
長方形

M-NRBCHO
鉛筆

M-NRBCHO
鉛筆

M-NRBCHO
鉛筆

M-NRBCHO
鉛筆

M-NRBCHO
鉛筆

M-NRBCHO
鉛筆

M-NRBCHO
鉛筆

M-NRBCHO
鉛筆

M-NRBCHO
鉛筆

M-NRBCHO
鉛筆
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（２）「新しい公共」の担い手による地域づくり

地元企業、地縁組織、ＮＰＯ等の多様な主体が地域経営や地域
の課題解決に参画するための活動環境の整備を行い、これら「新
しい公共」の担い手による地域づくりを促進する。

具体的には、（１）担い手の活動環境整備のための課題抽出、
（２）地域内資金循環を支える仕組みに関する基本的枠組みの検
討、及び（３）「事業型」活動を目指す地域づくり活動の担い手
への支援方策の実証的検討を実施することを通じて、資金的支援
及び非資金的支援の在り方について検討することにより｢新しい
公共｣の担い手による地域づくり活動の環境整備を推進する。

○ 「新しい公共」の担い手による地域づくり推進経費
９６百万円（前年度 １０７百万円）

「 新 し い 公 共 」 の 担 い 手 に よ る 地 域 づ く り 推 進 経 費

地元企業、地縁組織、NPO等の「新しい公共」の担い手による地域づくり活動のうち、
「事業型」活動を目指す担い手に対して、中間支援組織を中心とした関係機関が組
織的に連携して、助言・指導を中心とした、継続的かつ高度な支援を行う取組を募
集・選定・実施するとともに、支援体制・内容の改善を随時行うことにより、「事業型」
活動を目指す担い手による地域づくり活動に対する支援のあり方について、実証的
に検討する。

人々の支え合いと活気のある社会をつくることに向けた様々な当事者の自発的な「協働の場」、すなわち「新しい公共」を
実現するため、地元企業、地縁組織、ＮＰＯ等の多様な主体による地域経営や地域課題解決のシステムに向けた活動環
境の整備として、これら「新しい公共」の担い手による地域づくりを促す制度を構築する。

（２）地域内資金循環を支える仕組みに
関する基本的枠組みの検討調査

【継続、調査費】

（１）「新しい公共」活動環境整備等検討調査【継続、調査費】

○全国での個別地域金融機関と
活動主体の情報交換の場の設定

○各地方整備局等による現地調査、
ヒアリング等の実施

活動の担い手の視点
から活動環境整備のた
めの課題を抽出

活動環境整備に向けた
国の施策のあり方等に
ついて検討

活動主体に対する資金的支援や非資金
的支援のあり方に関する検討

制度検討のための関係府省及び関係主体（地
域金融機関、広域中間支援組織など）による連
携体制の構築

連携体制の構築と地域内資金循環を支
える仕組みにおける各主体の連携のあり
方に関する検討

H23

基本的枠組みの構築に向けた調査の実施と、
関係府省とも連携した基本的枠組みの提案・
検討

H24

H25

（３）｢新しい公共｣による地域づくり活動に係るコンテスト・助言指導事業【継続、調査費】

地域内資金循環を支える仕組みに関する
基本的枠組みの検討

助
言
・指
導
を
中

心
と
し
た
継
続
的

か
つ
高
度
な
支
援

「事業型」活
動を目指す
担い手

「新しい公共」の担い手による自律的・持続的な地域づくり活動の推進

地域金融
機関等

中間支援組織

民間企業
等

●財務面 等
●人事面
●マーケティング面 等
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（３）災害に強い国土構造への再構築

① 災害に強い国土構造への再構築に関する検討
国土審議会政策部会防災国土づくり委員会における「災害に強

い国土づくりへの提言」では、巨大災害を想定した場合、個々の
施設等の対策を超えた、より広域的、総合的な観点からの国土政
策上の対応が必要とされた。この提言の具体化に向けて、災害に
強い国土構造への再構築に関する検討を行う。

② 復興に向けた新たな東北圏広域地方計画の推進
現在見直しを進めている新たな東北圏広域地方計画に位置づけ

られる広域連携プロジェクトの取組の基礎となる調査や各プロジ
ェクトに共通する課題に対する調査を優先的に行い、広域地方計
画が描く東北圏全体の復興と発展に向けた将来ビジョンの早期実
現を図る。

○ 災害に強い国土構造への再構築に関する検討【全国防災】
４０百万円（前年度 ４０百万円）

○ 復興に向けた新たな東北圏広域地方計画の推進【復興】
５１百万円（前年度 ６２百万円）

災 害 に 強 い 国 土 構 造 へ の 再 構 築 に 関 す る 検 討

「災害に強い国土づくりへの提言」では、巨大災害を想定した場合、個々の施設等の対策を超えた、

より広域的、総合的な観点からの国土政策上の対応が必要とされたところであり、本調査は、この提
言の具体化に向けて、災害に強い国土構造への再構築に関する検討を行う。

大災害に備えた国土の広域的な機能
分担・バックアップに関する検討調査

国土全体での機能分担・配置等の検討

(東京圏の機能分散、バックアップの検討)

広域交通基盤の効率的・効果的な整
備等による代替性・多重性の確保

広域交通基盤の代替性・多重性
に関する検討調査

長期的な災害リスクの増大に対
応した国土利用方策検討調査

災害リスクを考慮した安全で安心で
きる国土利用
(災害リスクの低い国土利用への誘導)

災 害 に 強 い し な や か な 国 土 の 形 成

災害 に 強 い 国 土 づ く り へ の 提 言

＜25年度＞
・国土利用上の対応策と効果の検討

災害 に 強い 国土 構 造 へ の 再構 築 に 関 する 検 討

＜23年度・24年度＞
• 東京圏における行政中枢機能のバック
アップ体制構築の論点と考え方の整理
等

＜25年度＞
・全国レベルでの経済社会中枢機能の分
野横断的な機能分担等のあり方の検討

＜23年度・24年度＞
• 災害リスク増大の影響分析
• 災害対応に資する土地の把握

＜23年度・24年度＞
• 広域交通基盤の代替性・多重性評価
手法を作成し、災害時の救援輸送が
困難な地域を把握

＜25年度＞
・災害時の救援輸送が困難な地域へ
の対応策をソフト・ハード面より検討
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３．離島など条件不利地域等の振興支援

（１）集落における「小さな拠点」の形成等

① 集落地域における「小さな拠点」形成の推進
人口減少・高齢化が進む集落が複数集まる地域において、生活

サービス機能を中核的な地区に拠点化するとともに、さらに高次
のサービスについて周辺都市等との広域連携を図ることにより、
効率的・効果的な公共・社会サービスの提供の仕組みを構築し、
持続可能な集落地域づくりを広げていくため、意欲のある集落地
域における合意形成、プランづくりを推進する。

② 既存公共施設を活用した集落拠点の整備
過疎地域等の条件不利地域において、廃校舎などの既存公共施

設を公益サービスの集約施設へ改修する事業を支援するととも
に、その改修施設を集落の拠点として活用する地域活動の維持・
発展を促す取組についても支援する。

○ 集落地域における「小さな拠点」形成推進費
８５百万円（皆増）

○ 集落活性化推進事業
４３１百万円（前年度 ３４０百万円）

集 落 に お け る 「 小 さ な 拠 点 」 の 形 成

※小さな拠点形成の具体化に必要な活動に対する関係
省庁の関連支援メニューを柔軟に活用

【背景】

○過疎地域等では、高齢化率が50%以上の集落が約16%、50人未満の
集落も約３割に及び、小規模・高齢化集落が増加

○これらの地域では、2050年の人口減少率は約61％で、全国平均の
約26％を大幅に上回る見込み

【目的】

○人口減少・高齢化等により全国各地で維持・存続が危ぶまれる集落
が拡大する中、暮らしの安心を支える公共・社会サービスの効率的・
効果的な提供の仕組みを構築し、持続可能な集落地域づくりを推進

複数の集落が集まる地域に医療・福祉、買い物等のサービスを
提供する「小さな拠点」の形成とアクセス手段の確保

～合意形成・プランづくりから拠点施設整備・活用ノウハウの
定着まで、地域の実情に応じた柔軟な対応～

【期待する効果】

○集落地域の構造転換を図る全国的なモデルの形成を図る

長期的な展望に立ち、持続的な集落地域づくりへの機

運を全国的に高める

意欲ある集落地域を公募により選定し、生活サービス

機能を中核的な地区に拠点化することによる持続的

な集落地域づくりのための合意形成・プランづくりを推

進

集落地域における「小さな拠点」

形成推進費（新規）

プランづくり段階 実施・活用段階

集落活性化推進事業

廃校舎等の既存公共施設を活用し、拠点施設整備
（ハード）を支援

拠点施設を核とした地域活動の維持・発展等に資するソ
フト事業等を支援（拡充）

その一環として

「小さな拠点」のイメージ例（京都府南丹市美山町）

農業振興総合センター
（南丹市商工会美山支部）
（美山観光協会案内所）②

美山診療所

保健福祉センター

地域活性化総合交流施設2Ｆ
（平屋振興会（行政窓口））

（ＪＡ京都ＡＴＭ）
（美山ふるさと㈱事務所）

地域活性化総合
交流施設1Ｆ

ふらっと美山（物販）

美山ふるさと㈱
牛乳工場

（乳製品直売所）③

お祭り広場

高齢者コミュニ
ティーセンター

美山漁業協同組合

民間周遊バス停
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（２）豪雪対策の推進

豪雪地帯については、本年３月に改正された豪雪地帯対策特別
措置法を踏まえ、高齢化が進む豪雪地帯における雪処理の担い手
を確保･育成するため、効率的・効果的な地域除排雪体制の整備
等を推進する。
先導的で実効性のある地域の実情に即した新たな地域除排雪体

制の取組について実証調査を実施することにより、地域除排雪体
制の手法を確立し、豪雪地帯に対して普及、展開を図る。

○ 豪雪地帯における除排雪体制整備の推進
２４百万円（皆増）

豪 雪 地 帯 に お け る 除 排 雪 体 制 整 備 の 推 進

【具体内容】

・除雪ボランティアセンターの設立・運営
EX.地域内外の豪雪地帯住民との相互連携による

地域除雪、連絡協議会設置による地域除雪、

大学生との連携による地域除雪等

・ボランティアと地域を繋ぐコーディネーターの養成

EX.雪かき道場（雪に不慣れな若者等が雪かき技術

を学びボランティア活動に反映）等

○雪対策に意欲的・積極的に取り組む市町村、

地域コミュニティ、ＮＰＯ等の先導的で実効性の
ある地域の実情に即した地域除排雪体制の取

組について実証的に調査を実施

・安全・安心な雪国の形成を図るため、地域コミュニティ等多様な主体による先導的で実効的な地域除排雪
体制整備を推進
・各地域の取り組みを評価・検証し効率的・効果的な地域除排雪体制手法を確立し、全国へ普及・展開

・平成１８年度豪雪では全国で152名（戦後第2位）の死者。毎年平均40名程度死者が発生。昨・今冬

共に約130名の死者で例年より多い状況。

・豪雪地帯では人口減少・高齢化が進行。除雪の担い手不足、地域コミュニティ不足、高齢化による

防災力の低下により、雪処理に係る事故が多発。また、全国の建設業者数は約50万社とピーク時

（H11）に比べ約10万社減となり雪処理作業の人員不足が深刻。

・特別豪雪地帯（２０１市町村）において共助による地域除排雪を実施している地区があるのは１２２

市町村と６割程度。

雪国の現状

○活動報告会等を実施し、

ノウハウ等の共有化を行い普及を図る

実施内容

・段取り・調整

県や市との調整
・報告、連絡、相談
・情報共有など

民生委員との連携
・地域ニーズの把握

指南役の育成
・ボランティアの処し方ボランティア募集

県や市、県内市町村
社協との連携

資機材の調達
・スコップ

・スノーダンプなど

① ②

③

④⑤

⑥
中間支援組織

不足する資機材は県
や市、周辺市町村の
社協などから借用

・ボランティアとしての参加
・資機材等の支援 など

・地域のきめ細かなニーズが把
握できる
・地元トラブルが生じにくくなる

・作業指示、安全管理
できる人を増やす
・住民自らの技術向上

・チラシ作成、配布
・名簿管理
・告知/広報の方法
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（３）離島振興

平成２５年度から全面施行される改正離島振興法を踏まえ、離
島における定住の促進、地域の活性化を推進するため、離島活性
化交付金（仮称）を新たに創設するなど、離島における人材育成
や起業を含む雇用の拡大、交流人口の拡大促進、安全・安心な定
住条件の整備強化等の取組を支援する。
併せて、これらの取組の基礎となる人材育成を、ワークショッ

プの開催、アドバイザー派遣等により支援する。

○ 離島活性化交付金（仮称）
８００百万円（皆増）【うち重点要求 ４００百万円】

○ 島づくり・人づくりサポート調査事業
２３百万円（皆増）

定住促進事業

交流促進事業 安全安心向上事業

Ｕ・Ｊ・Ｉターン希望者
のための情報提供

島の人材育成のための
取組への支援

雇用機会拡充のための商品開発
等の取組の起ち上げへの支援

空家改修等の人材受入れ
のための施設整備

島の文化、伝統芸
能、スポーツ等を
通じた交流の促進

観光開発、島外からのボランティアの
導入等の交流事業の支援

交流事業実施の
ためのプログラム
策定、情報発信

離島の孤立防止や孤
立時のための支援

・防災計画策定

・防災教材作成、研修
会、講習会

・避難施設、避難経路
表示整備

離島のエネルギー自立のための調査、
計画策定

特産物による商品開発

交流プログラム作成 避難経路の表示

申請

国

事業計画作成
成果目標策定事業主体

市町村、一部事務組合、
協議会

事後評価の実施

事業費の1/2を補助

※離島活性化交付金等事業計画（都道県策定）に位置付けられることを要件とする。

離 島 活 性 化 交 付 金 （ 仮 称 ）
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（４）奄美群島の振興開発

地理的不利性を克服できる産業である情報通信産業や豊かな自
然環境・伝統文化を生かした観光産業の振興、高付加価値型農業
の推進に向けた地域主体の取組を推進するための環境整備、それ
らを担う人材の育成、災害に強い地域づくり等の生活基盤等につ
いて、群島１２市町村の共同による総合的な事業展開を推進する。

○ 奄美群島振興開発調査費等補助金
２０１百万円（前年度 ９１百万円）

○ 奄美群島産業振興等補助金
４５１百万円（前年度 ５０１百万円）

○ 奄美農業創出支援事業費補助金
９０百万円（前年度 ７３百万円）

奄 美 群 島 の 振 興 開 発

群島の特性に即した

などの生産基盤強化

奄美群島の自立的発展の促進

奄美群島産業振興等補助金（ハード）

ソフト・ハードを一体とした
総合的施策の実施

観光分野

・優れた自然特性を活かした魅力的な観光拠点整備や

周辺環境整備
・「闘牛」等の伝統文化の保存継承と情報発信を行う観

光拠点整備

島の自然・文化を活かした観光拠点整備等

安全・安心農業分野

・農産物の高付加価値化を図る加工体制の整備

・出荷品質の安定・ブランド化の推進

高付加価値型農業を推進するための施設

整備等

豪雨災害の教訓を踏まえた災害に強い地

域づくり

・既存公共施設の避難所機能等の充実

・非常電源・防災無線の設置等の災害時の通信手段の確保

高度な人材の育成 定着可能な産業の育成

定着可能な産業の振興 雇用機会の拡充
生活・環境基盤の改善 安全・安心の確保

・特別措置法（閣法）に基づき振興開発を支援
・現行法の終期である平成25年度末に向けて、審議会等で議論を実施

奄美群島振興開発について

奄美農業創出支援
事業費補助金（ソフト）

高効率型農業生産の推進（ﾏ

ﾝｺﾞｰﾊｳｽ等設置）

有機物の有効利用（ｻﾄｳｷﾋﾞ

糟の利用）

共同利用機械等の整備（選果

機購入）

ソフト・ハードを一体とした
総合的施策の実施

奄美群島振興開発調査費等補助金（ソフト）

群島12市町村の共同による
総合的な事業展開を導入

・ICTを活用した販路拡大
・高度な技術力を身につけるための研修体制の充実

情報分野

・環境保全対策
・水産・森林資源利用開発調査

・エコツアーガイドの養成

自然共生・活用支援

・UIOターン者の移住支援

定住促進支援

・ＮＰＯ、自治会等の地域活性化に向けた取組の支援

地域の連携・協働支援

・奄振事業の成果の総合調査

基礎調査

・ハブ駆除対策、ハブ咬症対策

生活安全対策支援

・観光コーディネート組織の構築

・観光ボランティアの育成

観光分野支援
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（５）小笠原諸島の振興開発

世界自然遺産登録にふさわしい自然公園の整備をはじめとする
小笠原諸島の産業振興（農業・水産、観光振興分野）に資する事
業を重視し、その他生活環境施策等も含め、小笠原村の自立的発
展に向け、効率的かつ効果的な事業等へ支援を行っていく。

また、東日本大震災では、父島において最大1.8ｍの津波を観
測し、車両が水没する被害が発生したところであり、津波対策を
東日本大震災からの復旧・復興対策（全国防災）で要求する。

○ 小笠原諸島振興開発費補助金
１３０百万円（前年度 １１１百万円）

○ 小笠原諸島振興開発事業費補助
１，６９９百万円（前年度 １，５４２百万円）

【うち全国防災 ７４８百万円（前年度 ６８０百万円）】

小 笠 原 諸 島 の 振 興 開 発

漁港施設の機能確保を図るための既設防波堤の改良（補強）

浄水場の高台移転

小
笠
原
の
津
波
対
策

復
興
特
会
分
（全
国
防
災
）

父島浄水場
（昭和45年建設）

老朽化
東南海・南海地震による浸水想定地域

高台移転を
実施

東日本大震災では、
父島において
最大１．８ｍの津波を観測

車両が水没す
る被害が発生

防波堤の改良
（補強）を実施

平成23年６月の世界自然遺産登録を踏まえた

観光振興や、津波対策などについて、効果のあ
る事業への重点的な支援

・小笠原諸島振興開発特別措置法（閣法）に基づき振興開発を支援
・現行法の終期である平成25年度末に向けて、審議会等で議論を実施

通

常

分

港湾整備 農業・水産業基盤整備 農業・水産業振興

観光振興（自然公園） 道路整備 生活環境施設等整備
病害虫等防除

診療所運営

各種調査

小笠原諸島振興開発事業費補助（ハード） 小笠原諸島振興開発費

補助金（ソフト）

直

轄

調

査

事例：植生回復・ガイド育成等

世界自然遺産としての価値を保全するため、ヤギの食害により裸
地と化した箇所での植生回復を行うほか、自然ガイドの育成や自然

公園の遊歩道の整備等への支援を行う。

小笠原村診療所

事例：医療施設の運営支援
長期療養やリハビリテーションに対応した

新たな診療所（H22開所）の運営に対する
支援を行う。

診療所医師による診察
侵食防止シートの設置による植生回復
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４．地理空間情報の整備・活用の推進

（１）地理空間情報の活用の推進
新たな地理空間情報活用推進基本計画（平成２４年３月閣議決

定）に基づき、情報の円滑な流通のための基盤やルールづくりを
行うとともに、災害情報との連携など防災分野での新たな仕組み
の検討、地方公共団体における人材の育成、新事業の創出・展開
に向けたプロジェクトなど、地理空間情報活用の促進と高度化を
図り、「地理空間情報高度活用社会」の実現を目指す。

（２）国土情報整備の推進等
国土政策上の課題について科学的かつ客観的に分析するため、

それらに対応した国土に関する情報についてＧＩＳデータ整備等
を行う。また、国土調査法に基づき、土地の改変履歴、土地利用
変遷や災害履歴を明らかにする土地分類調査（土地履歴調査）等
を行う。

○ 地理空間情報の活用の推進
２３８百万円（前年度 ２４８百万円）

○ 国土情報整備の推進等
３６８百万円（前年度 ４２３百万円）

新 た な 地 理 空 間 情 報 活 用 推 進 基 本 計 画 に 基 づ く 施 策 の 展 開

Ｈ２４／３ 新たな地理空間情報活用推進基本計画 閣議決定（計画期間：平成２８年度まで）

Ｈ１９／５ 地理空間情報活用推進基本法 制定

■目指すべき姿 －「地理空間情報高度活用社会」の実現－
○行政の効率化・高度化、新しい公共の推進
○新たなサービス・産業の創出

○国土の利用、整備及び保全の推進、災害に強く持続可能な国土の形成
○安全・安心で質の高い暮らしの実現

○基盤・ルールづくり

○社会的ニーズに応じた持続的な地理空間情報の整備と新たな活用への対応

○実用準天頂衛星システムの整備、利活用及び海外展開

・官民連携による地理空間情報の整備・提供・流通のための

オープンなプラットフォームの構築

・提供・流通に係るルール(個人情報・二次利用等)の整備

○利活用の促進と高度化
・地方公共団体における地理空間情報の高度活用に向けた

人材育成

・教育分野における活用の推進

○災害に強く持続可能な国土づくり

・実用準天頂衛星システムをはじめとする様々な新技術の利

活用

・地理空間情報を活用した避難方法など防災における新たな

仕組みの検討

○地理空間情報の社会へのより深い浸透と定着

○東日本大震災からの復興、災害に強く持続可能な

国土づくりへの貢献

■国土政策局の施策

■新たな基本計画が目指す４つの基本的方針

現在地

避難者の現在位置から、最適な
避難所の情報が提供されます。

一次避難所

宿泊対応の可能な避難所
津波対策用の避難所

【災害に応じた最寄の避難所経路情報】

避難所の状況に合わせて、避難
者を誘導するなどが考えられます。

測位衛星

避難所候補２
津波対策用の避難所

避難所候補１
一次避難所

位置特定
インフラ あなたのいる場所からは、

●●中学校へ避難して
ください。経路は・・・

避難所候補３

宿泊対応の
可能な避難所

＜GISや衛星測位を用いて地理空間情報を高度に活用した避難方法＞
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５．災害対策等緊急事業推進費

自然災害（洪水、豪雨、地震、津波、崖崩れ等）により被災した
地域、重大な交通事故が発生した箇所等において、緊急に、再度災
害の防止対策や事故の再発防止対策等を年度途中に実施し、住民及
び利用者の安全・安心の確保を図るものであり、省内・他省庁の関
係部局、地方公共団体からの要求を受け、予算を配分する。

（具体的には、災害復旧事業では対応できない以下のような場合の対策等を実施する※。）

○ 災害対策等緊急事業推進費（公共事業関係費）
１９，１７０百万円（前年度 ２１，３００百万円）

※災害復旧事業と同時申請であれば、原形復旧に加え改良復旧事業の実施が可能。（一定の要件あり）

○原形復旧に加えて行う公共土木施設の防災機能の強化

○対象とする公共土木施設に被害がない場合の対策

○公共交通の安全確保を図るための対策

神戸空港に車が

侵入したことを

契機に、本推進

費により他の

14空港で侵入

防止フェンスを

設置

北海道えりも町

のえりも港で、

被災した護岸の

原形復旧に加

え、本推進費で

嵩上げを実施

長野県上田市の

矢出沢川で堤防

の被害はなかっ

たが越水・浸水

したことから、

本推進費で河道

拡幅等を実施

車がフェンスを突き破って空港内に侵入

やでさわ

対策後（イメージ）
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６．官民連携基盤整備推進調査費

各地域の個性や強みを活かし、特色ある地域の成長を図るため
には、官民が連携し、民間の設備投資等と官による基盤整備を一
体的に行うことが必要である。このため、官民が連携して策定す
る地域戦略に資する事業について、公共土木施設への再生可能エ
ネルギー導入の検討を含む、基盤整備の構想段階から事業実施段
階への円滑かつ速やかな移行を支援する。

○ 官民連携基盤整備推進調査費（公共事業関係費）
６５４百万円（前年度 ７２７百万円）

【事業内容】（補助対象経費）

官民が連携して策定する地域戦略に資する事業について、公共土木施設への再生可
能エネルギー導入の検討に必要な経費（調査費及び実証実験費）を含む、基盤整備の
事業化に向けた検討経費（調査費）を支援。

・ 長崎港において、クルーズ客船誘致等を行っている民間の活動に合わせ、大型クルーズ客船対
応岸壁、バスターミナル、遊歩道、緑地、アクセス道路等の整備について検討する。

【平成２４年度実施事例】 防災拠点における再生可能エネルギー実証試験

【平成２４年度実施事例】 国際ゲートウェイ機能強化検討調査

・ 岐阜県内の道の駅「ふじはし」において、大規模災害等電力インフラ途絶時に必要な電力の確保に
ついて、民間の取組と合わせつつ太陽光発電施設等を用いた実証実験を行うことにより検討する。

蓄電池設置

（２０kWh）

太陽光発電施設

設置（５kW）
道の駅「星のふる里 ふじはし」

燃料電池設置

（０．７kW）

イ メージ

イ メージ

イ メージ

【調査内容】

・観光需要調査
・交通量調査
・クルーズ客意向等調査

・概略設計
・整備効果の検討 等

・ 太陽光発電施設等を設置し、電力を情報交流
館等へ供給

太陽光発電、蓄電池、燃料電池

情報交流館、トイレの電灯

駐車場の照明

電力 供給

・ 太陽光発電、蓄電池等を組合せ、安定性を確
認し、問題点を抽出

・ 民間事業者らと大規模な防災訓練を行い、防
災拠点としての機能維持性を検証

【実証実験内容】

長崎港上海航路

東アジア定点クルーズ

・クルーズ客船誘致活動（ポートセールス）

・長崎～上海間の定期航路就航開始
・交通事業者等による交通拠点の形成

・大型クルーズ客船に対応した岸壁

・緑地・遊歩道
・駐車場・バスターミナル、アクセス道路

民間の取組 社会資本整備一体的整備

長崎港へのクルーズ船

寄港数の増加

【背景】
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７．その他

○ 首都機能の移転に関する調査
１３百万円（前年度 １４百万円）

○ むつ小川原開発の推進に関する調査
６百万円（前年度 ６百万円）

○ 国土計画に関する国際協力の推進
６９百万円（前年度 ７６百万円）


